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六甲山森林整備戦略改定業務 公募型プロポーザル 

 実施要領 

 

１ 案件名称 

六甲山森林整備戦略改定業務  

 

２ 業務内容に関する事項 

（１）事業目的と概要 

   別紙「特記仕様書」のとおり 

（２）業務内容 

別紙「特記仕様書」のとおり 

（３）事業規模（契約上限額） 

金７，０００，０００円（消費税及び地方消費税を含む） 

（４）契約期間 

契約締結日から 2025（令和７）年３月 31 日まで 

（５）履行場所 

神戸市内一円（必要に応じて神戸市外も含む） 

（６）市側から提供する資料 

    別紙「特記仕様書」のとおり 

   なお、下記の資料についてはホームページを参照すること。 

・六甲山森林整備戦略 

https://www.city.kobe.lg.jp/a19183/kurashi/machizukuri/flower/rokkou/senry

aku/sakutei.html 

・森林環境譲与税を活用した森林整備実施計画（概要版） 

https://www.city.kobe.lg.jp/documents/46676/gaiyou.pdf 

・神戸市森林整備計画 

https://www.city.kobe.lg.jp/a99375/shise/kekaku/kezaikankokyoku/shinrinho

go/index.html 

・「こうべ森と木のプラットフォーム」公式ホームページ 

https://www.hyogoforest.or.jp/kobe-mori-platform/ 

 

３ 契約に関する事項 

（１）契約の方法 

神戸市契約規則の規定に基づき、委託契約を締結する。契約内容は本市と協議のうえ、

特記仕様書及び企画提案書に基づき決定する。（神戸市は受託者と協議の上、企画提

案された内容の一部の変更を求めることがある。） 

なお、契約の締結に際し、万一、参加申請書類の記載内容に虚偽の内容があった場合

は、契約締結をしないことがある。 

（２）委託料の支払い 

委託料は業務完了後、本市の検査を経て、受注者の請求に基づき支払うこととする。 

（３）契約書案 

別紙（頭書、特記仕様書及び委託契約約款）参照 

（４）その他 

契約締結後、当該契約の履行期間中に受託者が「神戸市契約事務等からの暴力団等

の排除に関する要綱」に基づく除外措置を受けたときは、契約の解除を行う。 

 

４ 参加資格 

参加申請書類の提出から選定結果通知までの間を通して、次に掲げる要件のすべてを満

たす法人とする。 

https://www.city.kobe.lg.jp/a19183/kurashi/machizukuri/flower/rokkou/senryaku/sakutei.html
https://www.city.kobe.lg.jp/a19183/kurashi/machizukuri/flower/rokkou/senryaku/sakutei.html
https://www.city.kobe.lg.jp/documents/46676/gaiyou.pdf
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（１）地方自治法施行令第 167 条の４の規定に該当しないものであること。 

（２）会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）及び民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）

等による法的手続きを行っている者ではないこと。 

（３）令和６・７年度神戸市入札参加資格（工事請負または物品等）を有すること。また有

しない場合も下記に掲げる要件を全て満たしていること。 

① 国税（法人税及び消費税をいう。）及び地方税を滞納していないこと。 

② 雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）に基づく雇用保険、健康保険法（大正 11

年法律第 70 号）に基づく健康保険及び厚生年金保険法（昭和 29 年法律第 115 号）

に基づく厚生年金保険に加入していること。ただし、法令により適用除外とされる

者を除く。 

③ 「神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱」第5条に該当しないこと。 

（４）神戸市指名停止基準要綱に基づく指名停止措置を受けていないこと。また、令和６・

７年度神戸市入札参加資格を有しない場合でも、上記の期間において、神戸市指名停

止基準要綱に基づく指名停止措置要件に該当しないこと。 

（５）業務の遂行にあたり、連絡、調整、打ち合わせ等に際し迅速に対応できる体制を有し

ていること。 

（６）複数の事業者等により構成される共同企業体を構成する場合は、構成員全てが上記

（１）～（５）に掲げる要件を全て満たしていること。また、神戸市との連絡調整は

代表者が行い、委託契約に係る事務処理についても代表者の名義で行うこと。 

（７）共同企業体の構成員は、単独での応募又は他の共同企業体の構成員として、重複して

応募しないこと。 

 

５ スケジュール  

（１）公募開始       2024 年（令和６）９月 13 日（金） 

（２）参加申請関係書類及び質問票提出期限  2024 年（令和６）10 月 1 日（火） 

（３）参加資格決定通知     2024 年（令和６）10 月 2 日（水） 

（４）質問に対する回答     2024 年（令和６）10 月 4 日（金） 

（５）企画提案書の提出期限    2024 年（令和６）10 月 17 日（木） 

（６）企画提案審査会         2024 年（令和６）10 月 22 日（火） 

（７）選定結果通知     2024 年（令和６）10 月 25 日（金）（予定） 

（８）契約締結・事業開始    2024 年（令和６）10 月 31 日（木）（予定） 

（９）事業完了      2025 年（令和７） 3 月 31 日（月） 

 

６ 参加手続き等に関する事項 

（１）参加申請関係書類の提出及び参加資格決定通知 

① 受付期間 2024（令和６）年 9 月 13 日（金）から 2024（令和６）年 10 月 1 日 

（火）午後５時まで 

持参による場合は、神戸市の休日を定める条例（平成３年３月条例第 28 号）第２条

第１項各号に掲げる本市の休日を除く午前９時～正午、午後１時～午後５時 

② 提出書類 以下に掲げる書類を各１部 

(ア)参加申請書（様式１号） 

※共同企業体を結成する場合、代表者の名義で提出すること。 

(イ)公募型プロポーザル参加資格確認書（様式２号） 

(ウ)委任状（様式任意）※代表者以外の者の名義で申請する場合のみ提出すること。 

(エ)令和６・７年度神戸市入札参加資格（工事請負または物品等）を有することを証明

する書類【写し可】 

なお、資格を有しない場合は、下記の書類を提出すること。 

a. 登記事項に関する「履歴事項全部証明書」（提出日から起算して３ヶ月以内に発行

されたもの）【写し可】 
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b. 法人税、消費税及び地方消費税、都道府県税、区市町村税の各納税証明書 

（提出日から起算して３ヶ月以内に発行されたもの）【写し可】 

※１滞納がないことを証明する納税証明書によること。ただし、新型コロナウイル

ス感染症の影響により徴収猶予の適用を受けている場合は、すべての未納税

額について徴収猶予の特例制度の適用を受けていることが確認できる資料を

提出すること。 

※２所在地の市町村において上記様式がない場合は各市町村民税の納付を証する

証明書様式にて提出すること。 

c. 印鑑証明書【原本】 

d. 雇用保険・健康保険・厚生年金保険の加入状況が確認できる書類【写し可】 

※法令により適用除外とされる者を除く。 

(オ)神戸市契約等からの暴力団関係者排除に係る誓約書（様式３号） 

(カ)団体概要（様式４号） 

※１企業・団体のパンフレット（会社概要）等を添付すること。 

※２共同企業体の代表者以外の構成員は団体概要（共同企業体の代表者以外の構

成員用）（様式６号）を使用すること。 

(キ)共同企業体結成届出書（様式５号） 

※１共同企業体を結成する場合のみ。 

※共同企業体で参加申請を行う場合は、全ての構成員について、上記の（エ）～（カ）

に記載する書類（必要に応じ a～d）を提出すること。 

(ク)参加辞退届（様式７号） 

参加申請後に辞退する場合は速やかに提出すること。 

③ 提出方法 持参又は郵送・宅配により提出するものとする。 

※１ 持参による場合は、事前に電話連絡すること。 

※２ 郵送・宅配の場合は、送付記録が残る方法により受付期間中に提出先に必着

とすること。 

④ 提出先  本要領９の（２）に定める担当部署 

⑤ 参加資格決定通知  2024（令和６）年 10 月２日（水）に電子メールにより通知

する。※参加資格が認められなかった者に対しては、参加資

格確認後速やかに書面を送付する。参加資格有とされた者

で委託候補者選定結果通知までの間に参加資格を有しない

こととなった場合も同様とする。 

(ア) 参加資格がないと通知された者は、当該通知を受けた日の翌日から起算して 7 日

（休日等を除く。）以内に、参加資格がないと認めた理由（以下、無資格理由とい

う。） について、書面で説明を求めることができる。 

(イ) 無資格理由について説明を求められた場合、原則として説明を求めることができ

る期間の末日の翌日から起算して 10 日（休日等を除く。）以内に、説明を求めた

者に対し書面により回答する。 

 

（２）質問の受付（様式８号） 

   参加申請書、企画提案書等に関する提出書類ならびに委託業務に関する事項に限る

こととし、評価及び審査に関する質問や提案内容に関する質問は受け付けない。 

① 受付期間 2024（令和６）年９月 13 日（金）から 2024 年 10 月１日（火）午後

５時まで 

② 提出方法 別紙質問票（様式８号）に記載し、電子メールで提出すること。メール

タイトルは【六甲山森林整備戦略改定業務に関する質問】とし、質問票

をエクセルファイルで送付すること。併せて電話にてメールの到着確

認の連絡をすること。なお、電話等による質問は受け付けない。 

③ 提出先  本要領９の（２）に定める担当部署 
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④ 回答方法 参加者（参加資格有と判断された者）全員に対して、2024（令和６）年

10 月４日（金）までに電子メールにより回答するとともに、ホームペ

ージ上にて回答を公表する。なお、質問者名は公表しない。回答内容は

実施要領及び特記仕様書を補足する効力を持つものとする。 

 

（３）企画提案書・見積書の提出 

① 企画提案書 

下記に（ア）～（オ）に掲げる項目を必須記載項目とし、それぞれについて１～２

ページ程度で作成する。企画提案書には、目次及びページ番号を付し、合計 12 ペ

ージ以内（表紙・目次を除く）で作成すること。 

（ア）業務計画・業務実施体制 

   効率的な業務遂行につなげるための業務細目及び実施スケジュール、人員

体制を提案すること。 

（イ）仕様書５（１）①基礎情報の整理に関する提案について 

既存計画に示される基礎情報について、時点修正だけでなく、追加、削除も

検討し、それらを簡潔で、市民にわかりやすい資料として示す方法を提案す

ること。 

（ウ）仕様書５（１）②森林を取り巻く動向のとりまとめに関する提案について 

現況及び将来変化の動向としておさえるべき項目や、民間企業等に対する

ヒアリングの考え方や実施方法などについてわかりやすい提案とすること。 

（エ）仕様書５（２）事業実績の評価に関する提案について 

ヒアリングの目的、実施対象者、実施方法を提案すること。また、この 10

年の実績評価の視点やとりまとめ方法を提案すること。 

（オ）仕様書５（３）新戦略（案）の作成に関する提案について 

新戦略のとりまとめにあたって、重要と考える視点、定量的な指標のアイデ

ア、さらに戦略を広く波及させるための方法を提案すること。 

② 企画提案書付属書類 

下記に掲げる書類について提出すること。 

・見積書 

・予定担当者及び業務経歴書（様式 9号） 

・類似業務実績申告書（様式 10 号）※発注元の担当部署名まで記入すること 

・各種資格証の写し※資格を有する場合 

③ 受付期間  2024（令和６）年９月 13 日（金）から 2024（令和６）年 10 月 17 日

（木）午後５時まで  持参による場合は、神戸市の休日を定める条

例（平成３年３月条例第 28 号）第２条第１項各号に掲げる本市の休

日を除く午前９時～正午、午後１時～午後５時 

④ 提出部数   正本：１部 副本※：１部 紙資料計２部および PDF データ 

※副本には、提案者の社名や、その他提案者を類推するようなロゴ等の

情報を記載しないものとする。データは CD－ROM 等に PDF で保存

し併せて提出すること。 

⑤ 提出方法   持参又は郵送・宅配により提出するものとする。  

※１ 持参による場合は、事前に電話連絡すること。 

※２ 郵送・宅配の場合は、送付記録が残る方法により受付期間中に提

出先に必着とすること。 

⑥ 提出先  本要領９の（２）に定める担当部署 

 

７ 選定に関する事項 

（１）評価基準 

審査は、次に示す観点から、総合的に公平かつ客観的な審査を行うものとする。 
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各選定委員 50 点満点で評価を行い、選定委員の評価点の合計 300 点満点のうち最も高

い評価を得た事業者を委託候補者とする。 

 

【50 点満点】 

① 提案内容【40 点】 

業務計画・業務実施体制     ５点 

前提条件の整理                     10 点 

・基礎情報の整理に関する提案    

・森林を取り巻く動向のとりまとめに関する提案  

事業実績の評価に関する提案       10 点 

新戦略（案）の作成に関する提案       15 点 

 

② 類似業務実績【５点】（過去５年間を対象とする） 

森林関連の計画策定に関連する業務実績          ５点 

 

③ 地元企業に対する加点【5点】 

 

審査の結果、評価点が最も高い事業者が複数いる場合は、事務局採点（類似業務実績・

地元企業）の点数を除外した点数の高い事業者を委託候補者として選定する際の基準

とする。 

提出された企画提案書等について評価基準に基づき評価を行った結果、６割以上の点

数を得られなかった場合は委託候補者として選定しない。 

 

（２）選定方法 

① 本企画提案の審査については、「六甲山森林整備戦略改定業務選定委員会」が行い、

その意見を受けて所管課が選定する。 

② 選定委員は、企画提案書とプレゼンテーションに基づき、評価基準に沿って企画

提案書の審査を行う。 

③ 企画提案審査会  

（ア）開催日時 

2024 年 10 月 22 日（火）に神戸市役所内にて実施予定。 

（詳細については参加申請者に別途連絡する。）  

（イ）実施方法 

・企画提案審査会において、企画提案書等の内容説明（プレゼンテーション）を行

い、その後、選定委員から質疑を受ける（説明時間：30 分以内（機材設定時間

を含む）、質疑時間：20 分程度）。なお、提案者が多数の場合は、説明時間を短

縮する場合がある。 

・内容説明（プレゼンテーション）は、本業務を受託した際に業務を担当する予定

の者が行うこととする。なお、内容説明への参加人数は４名以内とする。 

・プレゼンテーションにあたってはパワーポイント等の使用を認めるが、既に提出

された企画提案書の内容を説明するものとすること。 

・企画提案審査会の出席者は、説明に際して必要となる機材（モニター及び HDMI

ケーブルは本市で用意する※）、PC、データ（パワーポイントなど）を用意する

こと。 

 ※モニター：43V 型液晶ディスプレイ HDMI ケーブル：標準サイズ 

・審査は、企画提案書等の内容並びに企画提案審査会における説明及び質疑結果を

踏まえ、「別紙 評価基準」に基づき採点を行い決定する。 

・企画提案審査会は、選定委員に対しては、提案者（共同企業体構成企業含む）の

法人名を伏せて行うこととする。 
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④ 企画提案者が１者のみであった場合は、企画提案審査会における評価点が満点の

６割以上であれば、委託候補者に選定する。また、選定した委託候補者が辞退等

した場合は、次点の事業者（６割以上得点した者）を委託候補者とする。 

 

（３）失格事由 

次のいずれかに該当した場合は、選定対象から除外する。 

① 選定委員に対して、直接、間接を問わず、故意に接触を求めること。 

② 他の参加者と企画提案の内容またはその意思について相談を行うこと。 

③ 委託候補者選定終了までの間に、他の参加者に対して企画提案の内容を意図的に

開示すること。 

④ 提出書類に虚偽の記載を行うこと。 

⑤ 受付期間内に全ての必要な提出書類等が提出されなかったとき。 

⑥ 参加申請後に神戸市指名停止基準要綱に基づく指名停止及び指名停止措置要件に

該当した場合並びに神戸市契約事務等からの暴力団等の排除に関する要綱に基づ

く除外措置を受けた者。 

⑦ その他選定結果に影響を及ぼすおそれのある不正行為を行うこと。 

  ⑧ 見積書に記載の見積金額が本実施要領に定める契約上限額を超過しているとき。 

 

（４）選定結果の通知及び公表 

評価結果及び選定結果は決定後速やかに、全ての参加者に通知し、また、本市ホーム

ページに掲載する。本市ホームページには、選定した事業者名と総得点、他の参加者

の総得点を掲示する。 

 

８ 契約の締結 

  企画提案審査会において選定した委託候補者と契約締結の協議を行う。契約内容は本

市と協議のうえ、特記仕様書及び企画提案書に基づき決定する（本市は契約受託者と協

議の上、企画提案された内容の一部の変更を求めることがある）。また、契約の締結に

あたっては、「神戸市委託契約約款」に基づく委託契約を締結する。なお、契約に関し

て、下記書類の相互間に内容の齟齬がある場合には、以下の順に従って本業務を遂行す

るものとする。 

①企画提案書作成に関する質問回答 

②特記仕様書 

③企画提案書等 

ただし、「①又は②の内容」と「③の内容」との間に齟齬がある場合、原則として「①

又は②の内容」を優先するが、「③の内容」が「①又は②の内容」の水準を上回ると本

市が判断した場合は、「③の内容」が「①又は②の内容」に優先するものとする。その

他同一順位の書類間に齟齬がある場合には、本市が事前に委託候補者と協議した上で、

その優先関係を判断する。 

 

９ その他 

（１）提案に要する費用、条件等 

① 企画提案書の作成に要する費用は、参加者の負担とする。 

② 採用された企画提案書は、神戸市情報公開条例に基づき、非公開情報（個人情報、

法人の正当な利益を害する情報等）を除いて、情報公開の対象となる。 

③ すべての企画提案書は返却しない。 

④ 提出された企画提案書は、審査・業者選定の用以外に参加者に無断で使用しない

（神戸市情報公開条例に基づく公開を除く）。 

⑤ 期限後の提出は認めない。また、本市からの請求がない限り、提出後の書類の差し

替え等は認めない。 
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⑥ 企画提案書作成にあたり、本市が提供する資料は、提案に係る検討以外の目的で使

用することを禁止する。また、この目的の範囲であっても、本市の了承を得ること

なく第三者に対して、これを開示させたり使用させたりすることを禁止する。 

⑦ 提出後の書類の内容に関して、本市から提案者に内容等の確認を行うことがある。

確認があった場合は、迅速に対応すること。 

 

 

（２）提出先、問い合わせ先 

住   所：〒650－8570 

神戸市中央区加納町６丁目５番１号 神戸市役所４号館６階 

神戸市建設局防災課 担当 溝口・竹中 

電   話：078-322-0125 

電子メール：mt_rokko＠office.city.kobe.lg.jp 

mailto:mt_rokko@office.city.kobe.lg.jp

